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公開日 2012 年 11 月 15 日

法学学術院の将来構想

国内的にはもちろん、国際的にも最高レベルの法学教育、研究機関としてのプレゼンスを、より強固なものとし

て確立する

１．2032 年（創立 150 周年時）のイメージ

早稲田大学法学学術院は、法学部、大学院法学研究科、大学院法務研究科（法科大学院）、比較法研

究所、法務教育研究センターの 5 箇所から構成される、法学教育・研究組織である。その歴史は、明治

15（1882）年に創立された東京専門学校法律学科に始まる。その創立の趣旨は、官による官のための法

学徒の養成ではなく、民権の旗手となるべき優秀な法学徒を、野にあって養成、輩出することにあった。

ここにいう法学徒とは、決して狭い意味の法律専門家、すなわち法曹に限らず、法の精神である公平や

公正に対する鋭い感覚を備え、論理的思考方法による分析と総合の能力を有し、かつ、それらを基礎と

して広範かつ複雑な社会問題への対応する力を身につけた人々のことである。以来、早稲田大学法学学

術院は、創立の趣旨を原点として、法曹界はもちろん、企業、公務員、研究者、さらにはジャーナリズ

ムやメディアなど、多様な分野に、進取の精神をもって国内外で活躍する優れた人々を送り出し、わが

国で最も有力な法学教育・研究機関の一つとして発展してきた。このような創立以来の基本的姿勢は、

今後とも変わることはなく、創立 150 周年に向けた将来構想においても、その基礎に置かれる。

もっとも、130 年を超える歴史の中で、早稲田大学における法学教育・研究の体制も変化してきた。

とりわけ 2004 年にわが国の司法制度改革の一環として法科大学院が創設されてからは、基幹的法学教育

を担う法学部、研究者養成を目的とする大学院法学研究科、法曹養成に特化した大学院法務研究科、比

較法研究を窓口とした汎領域的な研究組織としての比較法研究所、学術院の研究成果の稲門社会人への

還元を担う法務教育研究センターが、それぞれに振り当てられた役割を分担してきた。しかしこの間、

このような体制も、草創期ゆえの試行錯誤があり、全体として見たときには、必ずしも十全に機能して

きたとは言い切れない。この先、司法制度改革の動向に不透明な部分はあるが、現体制も間もなく 10 年

を迎える今日、各箇所がそれぞれの役割を分担するだけでなく、相互に緊密に連携を取ることで、全体

として教育、研究の体制を進化、充実させていく必要がある。

早稲田大学法学学術院においては、約 140 名の所属教員のうち、法律科目担当の教員は、そのほとん

どが、法学部、法学研究科、法務研究科のいずれにおいても教育を担当し、また比較法研究所や、グロ

ーバル COE プログラムをハブとして、活発に共同して研究にあたってきている。そのような相互性、一

体性という特性を基礎に、早稲田大学法学学術院は、各箇所それぞれの独自性は維持しながらも、緊密

に連携し、総合的に教育力、研究力を高めていくことで、創立 150 周年の時点では、国内はもちろん、

国際的にも最高レベルの法学教育、研究機関として、より強固なプレゼンスを有する存在たるべきこと

を目標とする。
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２．５年程度の将来像

向こう 5 年程度については、以下のような将来像を計画している。

（１）法学基幹教育、法律実務家養成ならびに研究者養成における連携

法学学術院所属の法律科目担当の教員は、そのほとんどが、法学部、法学研究科、さらには教育機関

として独立性を要求される法務研究科のいずれにおいても教育を担当し、また比較法研究所や、グロー

バル COE プログラムを中心に、活発に協同して研究にあたってきている。そのような相互性、一体性と

いう特性を基礎に、各箇所が緊密に連携し、これまで以上に、多数の、優秀な法律実務家を生み出して

いくととともに、社会の各方面に、法学学修者に期待される法学的知見と論理的思考を身につけた人々

を送り出していくため、改革を継続する。

法学部では 2013 年度から、法律科目の充実を主眼とする新カリキュラムが実行される。それによって、

より広く、またより深く法律学に触れることができ、ひいてはそれが法学研究科や法務研究科に研究者

あるいは法曹になろうと志す優秀な学生を送り出すことにもつながる。法務研究科ではすでに入試なら

びに教育体制を既修者教育型に切り替えており、学術院全体として、法学部を経て既修者コース進学を

考える者の要望に応えうる体制を、より充実させていく。

法律実務家の養成と並んで、法学研究者の養成は重要な課題である。法学研究科は修士・博士一貫教

育体制の導入などを通じ、その課題解決のために最大限の努力をしてきた。しかし、法科大学院開設以

来、研究者志望者が減少していることも事実である。法学学術院では、箇所間の人事交流を密にし、法

学研究科に必要かつ適切な指導教員を配置するとともに、法学研究科への法務研究科出身者の受け入れ

をより積極的に進めることで、実務的感覚と研究能力の両者を備えた研究者、教育者の育成を図ってい

く。

（２）研究面における連携

比較法研究所をハブとした教員間の共同研究の一層の充実をはかるとともに、2012 年度を以って終了

する GCOE プログラムに代わる、各種公的資金による共同研究プロジェクトの立案、実現を図る。

（３）教育・研究の国際化における連携

法学研究科において、アジア連合大学院プログラム構想の検討に着手し、留学生向けの LL.M.コース

の設置を計画する。法務研究科では、交換留学や海外エクスターンシップ等の拡大、法学部では、英語

による法律科目の開講、留学希望者向けの副専攻の設置を図る。これら各箇所個別のプログラムを進行

させると同時に、学術院全体としても、日本法に関する英語による集中的なセミナー形式の教育プログ

ラムなど、箇所横断的に利用できる共通のプログラムの設置の可能性を検討する。また、研究面でも、

比較法研究所を中心に海外研究機関との連携を一層拡大する。
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３．将来イメージ

共
同
研
究
の
推
進

法学研究科

修士・博士一貫ｺｰｽﾜｰｸ

法務研究科

2 年プログラム

研究者 法曹公務員・企業人

研究者希望

法学教育ならびに研究者養成・研究における連携

科目

ｺｰﾄﾞｼｪｱ

比較法研究所

法学部法学研究科

法務研究科

海外向け

共通プログラム

・英語による法律科目の実施

・留学を目指した副専攻の設置

・留学支援

・アジア連合大学院ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ

・LL.M.コースの設置

・海外研究機関との連携

・末延プロジェクト(海外ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ)

教育・研究の国際化における連携

・協定による学生受け入れ

・交換留学の拡大

・海外エクスターンシップの拡大

既修者 実務家教員

法学部

法学基幹教育（カリキュラム改革）

比較法研究所

研究者希望
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４．具体的構想

2012 年度 (法学部) 2014 年度以降の教員人事計画の策定、副専攻に関する履修方法等の改革、教育の国

際化・入試制度改革に関する検討の開始

(法研) 2008 年度に開始した現行制度（修士・博士一貫教育、コースワークによる博士学位取

得者）の完成年度としての検証、 国際化の推進および社会人教育に関して構想している新規

制度（LL.M.連合大学院プログラム、ジョイント/ダブル・ディグリー）の具体像について議論

を開始

(法務研) 認証評価結果に対応したカリキュラムの変更、「2 年間カリキュラム」に関する検討

の開始、「キャリア支援室」の設置および「稲門法曹サマークラーク」制度に関する準備開始、

クリニックＡＡ制度に関する議論の開始

2013 年度 (法学部)法律科目、語学・教養科目に関するカリキュラム改革、センター入試と一般入試の合

算枠の廃止、教育の国際化に関連する科目の展開

(法研)新規制度と類似の制度について国内他大学および海外大学の運用状況の調査、提携候補

となる海外大学との準備的交渉開始、導入可能な新規制度の範囲の検討開始

(法務研) 未修者入試における「社会人・他学部出身者優先枠」の制度に関する改善の検討開始、

変更されたカリキュラム（ワークショップ等）について１年次入学者より適用を開始、クリニ

ックＡＡ制度の導入、「キャリア支援室」の設置・業務開始

2014 年度 (法学部)新教員人事計画の実行

(法研) 新規制度に関する調査結果の分析、関係箇所との調整を経て導入可能な新規制度の範囲

の決定、新規制度に関する具体的プログラムの策定開始、文科省申請準備開始、海外大学との

協定締結に向けた交渉、他研究科とのコードシェアに向けて英語による授業科目の設置

(法務研)協定校からの留学生に対するエクスターンシップ・プログラムの提供開始、「稲門法曹

サマークラーク」制度の運用開始

2015 年度 (法学部)新入学試験体制の実施

(法研) 新規制度のプログラム確定、文科省申請、新規制度に関する調査結果の公表、広報活動

開始、学生募集開始

2016 年度 (法研) 2017 年度の運用開始に向けた新規制度の広報活動や学生募集の継続、法曹養成教育に

向けての議論の開始

(法務研) 国内エクスターンシップ受入先を 150 箇所（受入人数 200 名）まで拡大、海外エク

スターン受入先を 10 箇所まで拡大

５．課題

法科大学院開設当時の高揚が去り、国の司法改革の行方の不透明さ、司法試験合格者数の抑制が続く

中で、法学教育および法曹養成をめぐる状況には厳しいものがある。そのような中で、志のある学生を

集め、充実した法学教育を施していくことができるかは、教員各自の研究の深化と、それを基礎にした

教育力の向上にかかるところが大きい。法学学術院では、今後とも箇所間の緊密な関係を維持し、研究

および教育面での連携を一層深めていくことが必要である。


